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 安らぎ通信 ＮＯ．1 

あなたに価値あるホームページを yamachuwood.com    

山忠木材株式会社山忠木材株式会社山忠木材株式会社山忠木材株式会社    
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平成２９平成２９平成２９平成２９年年年年８８８８月月月月のののの安らぎ安らぎ安らぎ安らぎ通信通信通信通信    
 

「６強で倒壊」なお２５７棟「６強で倒壊」なお２５７棟「６強で倒壊」なお２５７棟「６強で倒壊」なお２５７棟    

公立校耐震化率公立校耐震化率公立校耐震化率公立校耐震化率        ９８％にとどまる９８％にとどまる９８％にとどまる９８％にとどまる    

・文部科学省は、全国の公立学校の耐震状況について調査結果を発表。 

・小中学校の校舎や体育館のうち、震度６強で倒壊する危険性が高い建物が２

５７棟。 

これらを含む「耐震性がない建物」は１３９９棟。耐震化の進捗率は前年比０．

７ポイント増の９８．８％。震度６強の地震で倒壊の危険性が高い建物が２５

７棟、倒壊の危険性がある建物７４４棟、診断をしていない建物が３９８棟。

いずれも前年度の調査から３～４割減少。 

（2017年 7月 8日 日本経済新聞記事から抜粋引用） 

 

この場所安全？この場所安全？この場所安全？この場所安全？    防災アプリ脚光防災アプリ脚光防災アプリ脚光防災アプリ脚光        兵庫県職員が開発兵庫県職員が開発兵庫県職員が開発兵庫県職員が開発    

被害想定・避難場所被害想定・避難場所被害想定・避難場所被害想定・避難場所    一目で一目で一目で一目で    

・土砂災害や洪水、地震の際の火災などについて、現在地の被害想定が一目で

わかるわ部アプリが注目されています。国などの公表データや気象情報を集約。 

・ウェブアプリは「ハザードチェッカー」。「今ここ危険？」との表示をクリッ

クすると、災害別に、現在地が危険な区域に当たるかどうかが表示されます。 

・分類は「津波・高潮」「洪水・内水」「土砂災害」「地震時の延焼拡大危険性」。 

・気象庁が発表する防災情報のほか、自治体などが指定した避難所と緊急避難

場所の一部を掲載。災害の危険が高まった場合は色付きの文字で注意を呼びか

けます。 

・現在地だけでなく指定した住所の情報も調べられ、利用は無料。 

・日本語だけでなく、英語と中国語にも対応。 

・資格障がい者も利用できるよう、音声機能を加えることを検討。 

（2017年 7月 22日 日本経済新聞記事から抜粋引用） 
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あなたに価値あるホームページを yamachuwood.com    

山忠木材株式会社山忠木材株式会社山忠木材株式会社山忠木材株式会社    
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住宅の購入時には耐震性も重視した選択を住宅の購入時には耐震性も重視した選択を住宅の購入時には耐震性も重視した選択を住宅の購入時には耐震性も重視した選択を    

・１９８１年に改正された建築基準法の耐震基準では、新築される住宅につい

て「震度６強から７に達する程度でも倒壊しない」ことを求めています。 

・住宅性能表示制度においては耐震等級１～３があり、等級１は建築基準法レ

ベル、等級２は建築基準法の１．２５倍、等級３は建築基準法の１．５倍の耐

震性を有します。 

・熊本地震では、大きな被害が生じた益城町において、等級３に該当する木造

住宅は大きな損傷が見られず、大部分が無被害であったの報告がなされていま

す。 

一戸建て住宅なら耐震構造と制震構造が主流一戸建て住宅なら耐震構造と制震構造が主流一戸建て住宅なら耐震構造と制震構造が主流一戸建て住宅なら耐震構造と制震構造が主流    

・耐震性を高める方法には耐震、制震、免震の３種類。最も効果が大きいとさ

れているのは免震構造ですが、コストが高いため普及は進んでいません。 

・地震保険は建物だけでなく、家財も加入できます。今年１月から保険料が値

上げされていますが、地震に強い住宅であれば保険料が安くなるメリットがあ

ります。 

・地震保険の保険料は都道府県によって異なります。また、火災保険とのセッ

ト加入が条件で、保険金額は火災保険の２分の１までとなっています。 

（2017年 7月 28日 日本経済新聞記事から抜粋引用） 

 

 

 

 

 

 

 


